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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第14期第２四半期連結累計（会計）期間及び第14期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

  ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第14期

第２四半期連結
累計期間 

第15期
第２四半期連結

累計期間 

第14期
第２四半期連結

会計期間 

第15期 
第２四半期連結 

会計期間 
第14期

会計期間 

自平成20年
６月１日 

至平成20年 
11月30日 

自平成21年
６月１日 

至平成21年 
11月30日 

自平成20年
９月１日 

至平成20年 
11月30日 

自平成21年 
９月１日 

至平成21年 
11月30日 

自平成20年
６月１日 

至平成21年 
５月31日 

売上高（千円）  19,953,389  13,918,679  9,284,550  6,508,328  37,880,268

経常利益 

又は経常損失（△）（千円） 
 △617,776  523,256  1,338  300,061  △1,926,623

四半期純利益又は四半期 

（当期）純損失（△）（千円） 
 △765,686  653,156  △143,242  448,828  △2,309,531

純資産額（千円） － －  4,776,804  3,907,562  3,241,040

総資産額（千円） － －  31,430,187  20,091,938  23,188,354

１株当たり純資産額（円） － －  77,671.62  63,368.41  52,699.85

１株当たり四半期純利益金額 

又は四半期（当期）純損失金額

（△）（円） 

 △12,450.19  10,620.43  △2,329.14  7,298.02  △37,553.36

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  10,371.68  －  7,092.96  －

自己資本比率（％） － －  15.2  19.4  14.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 7,000,270  2,286,851 － －  13,273,218

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △7,337  609,668 － －  △34,865

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △6,947,772  △3,408,144 － －  △13,474,742

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,232,652  439,476  951,101

従業員数（人） － －  244  184  218
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であり、パート職員は重要性が低いため記載を省略しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年11月30日現在

従業員数（人） 184      

  平成21年11月30日現在

従業員数（人） 118      
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（1）仕入実績 

当第２四半期連結会計期間の仕入実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）1．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

2．その他不動産事業は、ビル・戸建・土地等に係る仕入高を計上しております。 

3．仕入高は販売用不動産本体価格を表示し、仕入仲介手数料等の付随費用は含まれておりません。 

  

（2）販売実績 

当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   2. その他不動産事業は、ビル・戸建・土地等に係る売上高を計上しております。 

   3. 当社は、引渡し基準により売上高を計上しております。 

    4. 当第２四半期連結会計期間における中古マンション再生流通事業の販売契約実績の内訳は、次のとおりであり

ます。なお、契約残件数は、不動産売買契約を締結したもののうち、引渡しがなされていないものでありま

す。 

   

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

区 分 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

事業の種類別セグメント 

  

仕入件数
前年同期比
（％）  

仕入高（千円） 
前年同期比
（％）  

中古マンション再生流通事業  257  84.8  3,865,080  86.8

その他不動産事業  －  －  －  －

合 計  257  84.8  3,865,080  86.8

 区 分 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

事業の種類別セグメント 

  

販売件数
前年同期比
（％） 

販売高（千円） 
前年同期比
（％） 

中古マンション 

再生流通事業 

物件販売  267  81.2  5,644,805  64.9

賃貸収入  －  －  109,511  101.5

 その他収入  －  －  3,855  26.1

小 計  267  81.2  5,758,172  65.3

 その他不動産事業 

物件販売  3  100.0  482,145  259.5

賃貸収入  －  －  149,185  74.0

 その他収入  －  －  118,825  148.9

小 計  3  100.0  750,156  160.6

合 計  270  81.3  6,508,328  70.1

区 分
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

事業の種類別セグメント 期首契約残件数 期中契約件数 期中引渡件数 期末契約残件数

中古マンション再生流通事業  87  235  267  55

合 計  87  235  267  55

２【事業等のリスク】
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 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

（1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間（平成21年９月１日～平成21年11月30日）におけるわが国経済は、景気対策や在庫調

整の一巡により、景気持ち直しの動きはあるものの、円高による輸出のマイナス影響、設備投資の減少、そして、

雇用・所得環境の悪化に伴う個人消費の低迷等、デフレ基調の強まりと景気の長期低迷が懸念される状況となりま

した。  

首都圏におけるセカンダリー（中古）マンション市場は、在庫の価格調整が進んだことや、住宅ローン減税、低

金利の後押しもあり、取引件数は前年を上回る水準で推移いたしました。（財）東日本不動産流通機構によります

と、成約件数は、平成21年11月まで９ヶ月連続で前年を上回り、11月には前年比22.2％増となっており、総じて当

該市場の底打ち感を表しております。  

このような経済・市場環境下、当社グループの主たる事業でありますリノヴェックスマンション販売において、

実需層を対象に2,000万円台前半を中心とした物件販売が順調に推移いたしました。前期まで仕入調整を行った影

響により販売件数が前年同期を下回り、また、低価格帯物件の販売に注力したことにより、売上高は前年同期に比

べ減収となりました。しかしながら、市場の安定した需要に支えられ、当初想定を上回った販売件数及び販売価格

となりました。  

売上総利益につきましては、厳選した物件仕入や販売価格の底堅さもあり、粗利益率が前年同期に比べ大きく改

善し、前年同期に比べ伸長いたしました。 

販売費及び一般管理費は、前期までの抜本的な経営合理化策により、固定費が削減され損益分岐点を押し下げ、

営業利益は前年同期に比べ大きく改善いたしました。  

また、好調な売れ行きを背景に、事業期間が更に短縮化し、総資産の圧縮と共に、有利子負債が減少いたしまし

た。その結果、営業外費用は、支払利息をはじめとする有利子負債コストの大幅な削減が図られ、経常利益が伸長

いたしました。また、固定資産売却益の計上により、四半期純利益は前年同期に比べ大きく増加いたしました。  

以上によりまして、当第２四半期連結会計期間（３ヶ月）における業績は、売上高が65億8百万円（前年同期比

29.9％減）と減収となりましたが、営業利益は4億17百万円(同91.3％増)、経常利益は3億円(前年同期：1百万

円)、四半期純利益は4億48百万円(同：四半期純損失1億43百万円)と大幅に利益改善いたしました。  

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  （中古マンション再生流通事業 〔リノヴェックスマンション事業〕） 

当事業部門におきまして、当該期間（３ヶ月）における物件販売による売上は、販売件数が267件（前年同期比

18.8％減）、平均販売価格が2,114万円（同20.0％減）で推移したことにより、売上高は56億44百万円（同35.1％

減）となりました。また、マンションによる賃貸収入売上は、安定した物件保有により売上高が1億9百万円（同

1.5％増）となりました。また、その他収入売上につきましては、子会社株式会社インテリックス住宅販売のリノ

ヴェックスマンション販売の仲介手数料等により3百万円（同73.9％減）となりました。  

これらの結果、当事業部門における売上高が57億58百万円（同34.7％減）、営業利益は4億29百万円（同99.4％

増）となりました。  

  

 （その他不動産事業） 

当事業部門におきましては、その他不動産（ビル、戸建、土地等）の物件販売は、売上高が4億82百万円（前年

同期比159.5％増）となりました。また、その他不動産による賃貸収入売上は、1億49百万円（同26.0％減）、その

他収入売上は1億18百万円（同48.9％増）となりました。  

これらの結果、当事業部門の売上高が7億50百万円（同60.6％増）、営業利益は91百万円（同22.2％減）となり

ました。  

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（2）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて、税金

等調整前四半期純利益を4億50百万円計上したこと、及び物件販売が堅調に推移したことによるたな卸資産の減少4

億7百万円を主な要因として7億円の収入超過（前年同期は25億89百万円の収入超過）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、本社等の固定資産の売却による収入6億51百万円等により、6億25百万円

の収入超過（前年同期は5百万円の支出超過）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入が7億93百万円、短期借入金の純増加額が2億35百

万円あった一方で、長期借入金の返済による支出が23億92百万円となったことにより、13億64百万円の支出超過

（前年同期は26億98百万円の支出超過）となりました。 

以上により、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ39

百万円減少し4億39百万円となりました。  

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

 （4）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、賃貸ビル（一部本社として使用）を売却しております。 

 その主要な設備は、次のとおりであります。 

  

提出会社  

 （注）帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  

第３【設備の状況】

事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の
内容 

帳簿価額(千円)

従業員数
(人) 

建物及
び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

土地
(面積㎡) 

リース
資産 

その他 合計 

本社 

（東京都渋谷区） 

その他 

不動産 

事業 

賃貸 

不動産 
194,394 － 

308,823 

（128.52）
－ 10 503,228 － 

7



①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

    平成17年８月25日定時株主総会決議 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  175,000

計  175,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成21年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年１月８日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容

普通株式  61,500  61,500 東京証券取引所（市場第二部） 

当社は単元株

制度を採用し

ておりませ

ん。 

計  61,500  61,500 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
 （平成21年11月30日） 

 新株予約権の数（個）  910

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                －  

 新株予約権の目的となる株式の種類    普通株式 

 新株予約権の目的となる株式の数(株)  910

 新株予約権の行使時の払込金額(円)  323,843

 新株予約権の行使期間 
平成19年９月１日から 

平成22年８月31日まで 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円) 

 発行価格        323,843 

 資本組入額           161,922 

 新株予約権の行使の条件 

 権利行使時において、当社並びに当社子会社の取締役、監

査役、顧問及び従業員の地位にあることを要する。 

 ただし取締役の再任や従業員の取締役への昇任、当社並

びに当社子会社間の転籍、その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りではない。 

  その他の条件については、当社における定時株主総会決

議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権の割当を受ける者との間で締結した「新株予約権

申込証兼割当契約書」によるものとする。 

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権を譲渡する場合は取締役会の承認を要する。 

 代用払込みに関する事項 －  

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成21年５月26日取締役会決議 

(注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的であ

る株式の数についてのみ行われ、調整の結果により生じた１株未満の端数については、これを切り捨てるも

のとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「合併等」という。）を行

う場合、株式無償割当を行う場合、その他目的たる株式の数を調整することが適切な場合は、当社は合理的

な範囲内で目的たる株式数の調整を行うことができるものとする。 

  

  ２ 新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの行使価額（以

下、「払込価額」という。）に新株予約権1個当たりの目的である株式の数を乗じた金額とする。 

なお割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生のと

きをもって次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × （１／株式分割・株式併合の比率） 

また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行

う場合（当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使による場合を除く。）は、次の算

式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社の保有する普通株式に係

る自己株式数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に読み替えるものとする。 

また、割当日後に当社が合併等を行う場合、株式無償割当を行う場合、その他１株当たりの行使価額の調整

をすることが適切な場合には、当社は１株当たりの行使価額の調整を行うことができるものとする。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 
 （平成21年11月30日） 

 新株予約権の数（個）  2,966

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

 新株予約権の目的となる株式の数(株) （注）１ 2,966

 新株予約権の行使時の払込金額(円) （注）２ 30,100

 新株予約権の行使期間 
平成23年６月19日から 

平成26年６月18日まで 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額(円) 

 発行価格       30,100 

 資本組入額         15,050 

 新株予約権の行使の条件 （注）３ 

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権を譲渡する場合は取締役会の承認を要する。 

 代用払込みに関する事項 －  

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 

   
既発行株式数 ＋ 

 新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

 調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
新株発行前の株価 

            既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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  ３ 新株予約権の行使の条件 

（1）新株予約権者は、権利行使時において当社または当社関係会社の取締役、監査役、顧問または従業員の地

位にあることを要する。ただし任期満了による退任、定年退職、転籍、その他当社の取締役会が正当な理

由があると認めた場合にはこの限りではない。 

（2）新株予約権者は、新株予約権を相続させることができない。 

（3）新株予約権者の質入れその他の処分は認めないものとする。 

（4）その他権利行使の条件は、当社と新株予約権者の間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。 

  

  ４ 組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）

の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づき再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。  
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該当事項はありません。 

  

  

  (注）上記、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は2,228株であり

ます。なお、それらの内訳は、年金信託設定分1,021株、投資信託設定分1,207株となっております。 

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年９月１日～ 

平成21年11月30日  
 －  61,500  －  1,136,152  －  1,245,001

（５）【大株主の状況】

  平成21年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山本 卓也  東京都港区  29,404  47.81

株式会社イーアライアンス 東京都港区赤坂2-17-50-3302  5,200  8.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11  2,268  3.69

インテリックス従業員持株会 東京都渋谷区道玄坂1-20-2   2,013  3.27

山本 貴美子  東京都港区   1,330  2.16

北沢産業株式会社 東京都渋谷区東2-23-10   714  1.16

FGCS N.V.RE TREATY ACCOUNT (TAXABLE) 

(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行) 

260-214 HERENGRACHT AMSTERDAM  

THE NETHERLAND 

（東京都千代田区丸の内2-7-1 

 決済事業部）  

 666  1.08

HSBC BANK PLC-CLIENTS UK TAX TREATY 

(常任代理人 香港上海銀行東京支店) 

 8 CANADA SQUARE,LONDON E14 5HQ 

 （東京都中央区日本橋3-11-1） 
 479  0.78

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10   476  0.77

澤田 久美子 埼玉県ふじみ野市  400  0.65

家本 健 神奈川県藤沢市  400  0.65

計 －  43,350  70.49
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①【発行済株式】 

    

②【自己株式等】 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他）  － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式    61,500      61,500 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  61,500 － － 

総株主の議決権 －  61,500 － 

  平成21年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
６月 

７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円）  37,550  66,600  96,000  87,500  94,000  84,500

最低（円）  27,200  33,700  58,200  63,500  66,400  61,200

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年９月１日から平成20年11月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年６月１日から平成20年11月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年６月１日から平

成21年11月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年９月１日から

平成20年11月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成20年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 521,510 998,135

売掛金 30,256 28,476

販売用不動産 11,689,201 14,707,153

仕掛販売用不動産 ※2  2,126,980 ※2  1,193,057

原材料 － 5,000

前渡金 184,881 117,870

繰延税金資産 259,827 249,743

その他 125,877 114,856

貸倒引当金 △4,754 △9,017

流動資産合計 14,933,781 17,405,276

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  1,284,363 ※1  1,505,385

土地 2,961,909 3,270,732

その他（純額） ※1  14,851 ※1  18,429

有形固定資産合計 4,261,124 4,794,547

無形固定資産   

借地権 467,663 467,663

その他 5,358 6,573

無形固定資産合計 473,021 474,237

投資その他の資産   

投資有価証券 210,504 201,065

繰延税金資産 3,471 4,203

敷金及び保証金 82,045 159,094

その他 139,713 160,581

貸倒引当金 △11,724 △10,652

投資その他の資産合計 424,011 514,292

固定資産合計 5,158,157 5,783,077

資産合計 20,091,938 23,188,354
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 290,048 304,648

短期借入金 6,269,053 6,347,682

1年内償還予定の社債 96,000 887,000

1年内返済予定の長期借入金 5,246,468 5,599,832

未払法人税等 23,129 4,641

前受金 200,610 135,722

その他 358,900 724,457

流動負債合計 12,484,211 14,003,983

固定負債   

社債 250,000 295,000

長期借入金 2,902,423 5,042,447

その他 547,741 605,882

固定負債合計 3,700,164 5,943,330

負債合計 16,184,376 19,947,313

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,136,152 1,136,152

資本剰余金 1,245,001 1,245,001

利益剰余金 1,516,373 863,217

株主資本合計 3,897,527 3,244,370

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △370 △3,330

評価・換算差額等合計 △370 △3,330

新株予約権 10,404 －

純資産合計 3,907,562 3,241,040

負債純資産合計 20,091,938 23,188,354
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成20年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 19,953,389 13,918,679

売上原価 ※1  18,556,258 ※1  11,926,066

売上総利益 1,397,131 1,992,612

販売費及び一般管理費 ※2  1,579,425 ※2  1,207,582

営業利益又は営業損失（△） △182,294 785,030

営業外収益   

受取利息 1,229 204

受取配当金 2,295 2,329

違約金収入 10,200 11,821

受取和解金 － 10,086

受取保険金 3,824 432

持分法による投資利益 2,809 6,479

その他 6,088 5,749

営業外収益合計 26,447 37,103

営業外費用   

支払利息 369,271 261,042

支払手数料 79,507 33,763

その他 13,149 4,070

営業外費用合計 461,928 298,877

経常利益又は経常損失（△） △617,776 523,256

特別利益   

固定資産売却益 247 148,557

貸倒引当金戻入額 2,164 5,731

その他 － 1,823

特別利益合計 2,412 156,112

特別損失   

固定資産処分損 358 453

投資有価証券評価損 87,690 －

ゴルフ会員権評価損 － 14,668

店舗閉鎖損失 9,567 －

その他 2,484 3,616

特別損失合計 100,101 18,738

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△715,465 660,631

法人税、住民税及び事業税 12,362 16,825

法人税等調整額 37,859 △9,350

法人税等合計 50,221 7,474

四半期純利益又は四半期純損失（△） △765,686 653,156
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成20年11月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 9,284,550 6,508,328

売上原価 ※1  8,307,204 ※1  5,491,998

売上総利益 977,345 1,016,329

販売費及び一般管理費 ※2  759,262 ※2  599,227

営業利益 218,082 417,101

営業外収益   

受取利息 158 47

違約金収入 5,700 5,384

受取和解金 － 10,086

受取保険金 3,137 －

持分法による投資利益 588 3,357

その他 4,571 3,420

営業外収益合計 14,156 22,297

営業外費用   

支払利息 171,891 128,009

支払手数料 48,967 10,392

その他 10,041 935

営業外費用合計 230,901 139,337

経常利益 1,338 300,061

特別利益   

固定資産売却益 247 148,557

貸倒引当金戻入額 46 －

その他 － 1,873

特別利益合計 294 150,431

特別損失   

ゴルフ会員権評価損 1,252 －

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 1,232 －

店舗閉鎖損失 1,254 －

特別損失合計 3,739 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,106 450,493

法人税、住民税及び事業税 △5 15,525

法人税等調整額 141,140 △13,860

法人税等合計 141,135 1,665

四半期純利益又は四半期純損失（△） △143,242 448,828
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成20年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△715,465 660,631

減価償却費 38,498 33,263

株式報酬費用 － 10,404

繰延消費税等償却額 140 140

貸倒引当金の増減額（△は減少） △357 △3,190

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,381 －

受取利息及び受取配当金 △3,525 △2,534

支払利息 369,271 261,042

持分法による投資損益（△は益） △2,809 △6,479

投資有価証券評価損益（△は益） 87,690 －

ゴルフ会員権評価損 1,252 14,668

固定資産売却損益（△は益） △247 △148,557

固定資産処分損益（△は益） 358 453

売上債権の増減額（△は増加） △1,402 △1,779

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,653,306 2,089,028

前渡金の増減額（△は増加） △70,961 △67,010

仕入債務の増減額（△は減少） 158,729 △14,599

未収消費税等の増減額（△は増加） － 3,741

未払消費税等の増減額（△は減少） △12,204 △247,457

その他の資産の増減額（△は増加） 50,375 102,703

その他の負債の増減額（△は減少） △194,558 △93,075

小計 7,363,472 2,591,393

利息及び配当金の受取額 4,185 2,534

利息の支払額 △368,015 △312,677

法人税等の還付額 628 5,601

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,000,270 2,286,851

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △6,086 △35,000

固定資産の取得による支出 △1,596 △12,341

固定資産の売却による収入 － 651,786

貸付けによる支出 － △10,890

貸付金の回収による収入 － 16,267

その他 345 △152

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,337 609,668
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成20年11月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,512,055 △78,629

長期借入れによる収入 2,411,500 1,147,000

長期借入金の返済による支出 △4,600,599 △3,640,387

社債の償還による支出 △126,000 △836,000

配当金の支払額 △120,617 △128

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,947,772 △3,408,144

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 45,161 △511,624

現金及び現金同等物の期首残高 1,187,491 951,101

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,232,652 ※1  439,476
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当第２四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年11月30日） 

  該当事項はありません。   

  

  

  

  

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年11月30日） 

  該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「ゴルフ会員

権評価損」は、特別損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記するこ

ととしました。なお、前第２四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「ゴルフ会員権評価

損」は1,252千円であります。 

【簡便な会計処理】

  
  
  

当第２四半期連結累計期間  
（自 平成21年６月１日  
 至 平成21年11月30日） 

たな卸資産の評価方法   当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関して

は、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定する方法によっており

ます。 

固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している資産については、連結会計年度に

係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。 

繰延税金資産の算定方法    繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結

会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年11月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

271,110 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

282,527

※２ 担保資産 

   担保に供されている資産で、事業の運営において

重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められるものは、次のとおり

であります。  

※２ 担保資産 

仕掛販売用不動産 千円1,829,497 仕掛販売用不動産 千円1,145,225

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

※１ 売上原価に含まれるたな卸資産の収益性の低下に

よる簿価切下げ額は次のとおりであります。 

         千円684,114

※１ 売上原価に含まれるたな卸資産の収益性の低下に

よる簿価切下げ額は次のとおりであります。 

         千円108,856

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

販売仲介手数料 千円479,045

給与手当        千円485,732

役員退職慰労引当金繰入額 千円7,072

貸倒引当金繰入額       千円1,814

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

販売仲介手数料 千円358,642

給与手当        千円369,637

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

※１ 売上原価に含まれるたな卸資産の収益性の低下に

よる簿価切下げ額は次のとおりであります。 

          千円56,229

※１ 売上原価に含まれるたな卸資産の収益性の低下に

よる簿価切下げ額は次のとおりであります。 

          千円63,624

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

販売仲介手数料        千円219,254

給与手当        千円238,223

貸倒引当金繰入額 千円1,814

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

販売仲介手数料        千円175,227

給与手当        千円186,312

貸倒引当金繰入額 千円2,740

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年11月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 1,284,311  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △51,658  

現金及び現金同等物 1,232,652  

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年11月30日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 521,510  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △82,034  

現金及び現金同等物 439,476  
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年11月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至

平成21年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

    該当事項はありません。  

  

３．新株予約権等に関する事項 

   ストック・オプションとしての新株予約権 

    新株予約権の四半期連結会計期間末残高   提出会社 10,404千円  

  

４．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

   該当事項はありません。  

  

 （2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

（株主資本等関係）

  普通株式  61,500株 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年１月７日 

取締役会 
普通株式 61,500 1,000  平成21年11月30日  平成22年２月10日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成20年９月１日 至 平成20年11月30日） 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

（注）事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称 

事業区分は、事業内容を勘案して次のとおりに区分しております。 

(1）中古マンション再生流通事業……中古マンションを購入し再生させて販売する事業。 

(2）その他不動産事業……ビル・戸建・土地の売買及び不動産賃貸等の不動産関連事業。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
中古マンショ
ン再生流通事
業（千円） 

その他不動産
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高  8,817,471  467,078  9,284,550  －  9,284,550

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  8,817,471  467,078  9,284,550  －  9,284,550

営業利益  215,485  117,231  332,716  (114,633)  218,082

  
中古マンショ
ン再生流通事
業（千円） 

その他不動産
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高  5,758,172  750,156  6,508,328  －  6,508,328

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  5,758,172  750,156  6,508,328  －  6,508,328

営業利益  429,722  91,236  520,958  (103,857)  417,101
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前第２四半期連結累計期間（自 平成20年６月１日 至 平成20年11月30日）  

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年11月30日） 

 （注）事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称 

事業区分は、事業内容を勘案して次のとおりに区分しております。 

(1）中古マンション再生流通事業……中古マンションを購入し再生させて販売する事業。 

(2）その他不動産事業……ビル・戸建・土地の売買及び不動産賃貸等の不動産関連事業。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年９月１日 至 平成20年11月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自 平成20年６月１日

至 平成20年11月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年11月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年９月１日 至 平成20年11月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自 平成20年６月１日

至 平成20年11月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21年11月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  
中古マンショ
ン再生流通事
業（千円） 

その他不動産
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高  19,177,110  776,278  19,953,389  －  19,953,389

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  19,177,110  776,278  19,953,389  －  19,953,389

営業利益又は営業損失（△）  △94,930  155,245  60,314  (242,608)  △182,294

  
中古マンショ
ン再生流通事
業（千円） 

その他不動産
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高  12,411,207  1,507,472  13,918,679  －  13,918,679

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  12,411,207  1,507,472  13,918,679  －  13,918,679

営業利益  810,108  181,506  991,614  (206,584)  785,030

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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  当第２四半期連結会計期間末（平成21年11月30日） 

     著しい変動がないため記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成21年11月30日） 

    該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

  ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費    5,769千円 

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

    金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年11月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年５月31日） 

  63,368.41円   52,699.85円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △12,450.19円 １株当たり四半期純利益金額 10,620.43円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。  

潜在株式調整後１株当たり四半期 

純利益金額 
10,371.68円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年６月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
    

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △765,686  653,156

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △765,686  653,156

期中平均株式数（株）  61,500  61,500

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  1,475

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

 －  －
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 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

    金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

 著しい変動がないため記載を省略しております。 

  

 平成22年１月７日開催の取締役会において、当第２四半期末配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

     （1）当第２四半期末配当による配当金の総額・・・・・・・61,500千円 

    （2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・1,000円 

    （3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・平成22年２月10日  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △2,329.14円 １株当たり四半期純利益金額 7,298.02円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。  

潜在株式調整後１株当たり四半期 

純利益金額 
7,092.96円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
    

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △143,242  448,828

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △143,242  448,828

期中平均株式数（株）  61,500  61,500

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  －  1,778

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

 －  －

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

28



  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年１月９日

株式会社インテリックス 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 草 加 健 司  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 矢田堀 浩 明  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社インテ

リックスの平成20年６月１日から平成21年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年９月１日か

ら平成20年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成20年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インテリックス及び連結子会社の平成20年11月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年１月８日

株式会社インテリックス 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 安   義 利  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 草 加 健 司  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山 村 竜 平  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社インテ

リックスの平成21年６月１日から平成22年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年９月１日か

ら平成21年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インテリックス及び連結子会社の平成21年11月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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